
 

 

 

平成 30年度  事 業 報 告 書 

（平成 30年 4月 1日から平成 31年 3月 31日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校法人 常磐会学 園 



1．法 人 の 概 要 

（１）設置する学部学科等の名称および定員 

   常磐会学園大学・常磐会短期大学 

部 門 学 部 学 科 入学定員 収容定員 備 考   

大 学 国際こども教育 

国際こども教育 118名 

480名  
3 年次編入   4名 

短 大  幼 児 教 育 科 300名 600名  

 

常磐会短期大学付属幼稚園 

部 門 名  称 学級数 定 員 備 考 

付属園 

常磐会幼稚園 12 304名  

いずみがおか幼稚園 15 240名  

茨木高美幼稚園 10 240名  

 

（２）所 在 地 

○ 常磐会学園大学 〒547－0021 大阪市平野区喜連東 1－4－12 

○ 常磐会短期大学  

  （第 1学舎） 〒547－0031 大阪市平野区平野南 4－6－7 

  （こどもセンター） 〒547－0032 大阪市平野区流町 2－2－24 

  （茨木学舎） 〒567－0061 茨木市福井 120－3 

○ 認定こども園常磐会短期大学付属 

常 磐 会 幼 稚 園 
〒547－0032 大阪市平野区流町 2－2－28 

○ 幼保連携型認定こども園常磐会短期大学付属 

いずみがおか幼稚園 
〒590－0111 堺市南区三原台 3－3－1 

○ 常磐会短期大学付属 

茨 木 高 美 幼 稚 園 
〒567－0873 茨木市小川町 7－3 

 

（３）役員・評議員数（平成 30年 5月 1日現在） 

〔役 員〕 理事：10名  理事長 奥  始 

監事：２名  

〔評議員〕 評議員 25名 

 

 

 

 

 

 



（４）法人及び設置学校の沿革   

 年 月 日  概   要 

 昭和 2年 9月 1日  常磐会幼稚園を創設  

 昭和 28年 4月 1 日  常磐会幼稚園教員養成所を創設  

 昭和 30年 9月 12 日  学校法人常磐会学園を創立  

 昭和 36年 4月 1 日  常磐会幼稚園教員養成所を常磐会保育学院と改称  

 昭和 39年 1月 25 日  常磐会短期大学保育科を開設  

 昭和 43年 4月 1 日  常磐会東住吉准看護学院を開設  

 昭和 46年 3月 31 日  常磐会短期大学付属泉丘幼稚園を増設  

 昭和 48年 4月 1 日  常磐会短期大学保育科を幼児教育科と改称  

 昭和 49年 4月 1 日  常磐会短期大学に専攻科幼児教育専攻を設置  

 昭和 52年 3月 31 日  常磐会保育学院・常磐会東住吉准看護学院を閉学  

 昭和 52年 4月 1 日  常磐会短期大学に初等教育科を増設  

 昭和 58年 6月 1 日  常磐会短期大学付属茨木高美幼稚園を増設  

 平成 1年 4月 1日  常磐会短期大学に英語科を増設  

 平成 2年 7月 19 日  常磐会短期大学初等教育科を閉学  

 平成 4年 4月 1日  常磐会短期大学に専攻科英語専攻を設置  

 平成 10年 12月 22日  常磐会学園大学国際コミュニケーション学部・国際コミュニ

ケーション学科を創設 

 

 平成 11年 3月 31 日  常磐会短期大学専攻科英語専攻を閉学  

 平成 12年 10月 26日  常磐会短期大学英語科を閉学  

 平成 16年 9月 1 日  認証保育所いずみがおか園開設  

 平成 18年 1月 31 日  常磐会学園大学国際コミュニケーション学部・国際幼児児童

教育学科を増設 

 

 平成 19年 3月 30 日  認定こども園（常磐会短期大学付属泉丘幼稚園・いずみがお

か園）の認定を受ける 

 

 平成 19年 3月 31 日  常磐会短期大学専攻科幼児教育専攻を閉学  

 平成 21年 3月 24 日  常磐会短期大学は(財)短期大学基準協会による第三者評価に

おいて「適格」であるとの認証を受ける 

 

 平成 22年 3月 24 日  常磐会学園大学は(財)日本高等教育評価機構が定める「大学

評価基準を満たしている」と認定された 

 

 平成 23年 4月 1 日  常磐会学園大学 国際こども教育学部 国際こども教育学科を

開設 

常磐会学園大学 国際コミュニケーション学部 国際コミュニ

ケーション学科 国際幼児児童教育学科募集停止 

 

 平成 27年 4月 1 日  国際コミュニケーション学部の廃止 

常磐会幼稚園が幼稚園型認定こども園常磐会短期大学付属常

磐会幼稚園となる 

泉丘幼稚園・いずみがおか園が幼保連携型認定こども園常磐

会短期大学付属いずみがおか幼稚園となる 

 

 平成 28年 3月 11 日  常磐会短期大学は(一財)短期大学基準協会による第三者評価

において「適格」であるとの認証を受ける 

 

 平成 29年 3月 7 日  常磐会学園大学は（公財）日本高等教育評価機構が定める大

学評価基準に「適合」していると認定された 

 

 平成 31年 3月 26 日  常磐会短期大学付属茨木高美幼稚園は、特定教育・保育施設

（施設型給付）となる 

 



（５）教職員の概要  

 

 （平成 30 年 5月 1日現在） 

    （単位：人） 

区 分 法人本部 
常磐会 

学園大学 

常磐会 

短期大学 

常磐会 

幼稚園 

いずみがおか 

幼稚園 

茨木高美 

幼稚園 

教 

員 

本 

務 
0 22 23 21 20 12 

兼 

務 
0 36 65 9 23 8 

職 

員 

本 

務 
2 16 17 0 2 1 

兼 

務 
0 17 26 3 19 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2．事業の概要（部門別） 

   当年度の主な事業の概要【大学・短大】 

    （1）施設設備関係 

① 1 号館階段、3 階交流ラウンジ、2 号館階段、1～3 階エントランスの照明の LED 化工

事を行いました。 

② 2号館室内外空調機器の更新、屋上防水工事を行いました。 

③ 大学周辺 9か所に案内板を設置しました。 

④ 101・102、301～303講義室のプロジェクター更新、会議室・多目的実習室のプロジェ

クター新規工事を行いました。 

⑤ 1号館 121・132講義室のプロジェクターを更新しました。 

⑥ 2号館の湧水排水ポンプ更新工事、厨房用排気ファンの整備工事を行いました。 

⑦ 5号館 1・2階の防煙垂れ壁の改修工事、ネットワークの環境整備工事を行いました。 

⑧ 大アリーナの天井内部調査・補修工事、ガラスウォール破損改修工事（台風 21 号被

害）、折りたたみ椅子の一部更新を行いました。 

⑨ 6号館屋上シングル屋根修繕工事、1階南側可動式サンシェード改修工事（台風 21号

被害）、カラーコピー機の更新を行いました。 

⑩ 7 号館サーバー室の学生用認証サーバーとファイヤーウォール、731CALL 教室の更新

を行いました。 

 

（2）学部・学科の事業計画の進捗状況 

① アクティブラーニングを取り入れた学生主体の学修を展開しました。 

② 研究室を活用し、学生と教職員とのコミュニケーションを図りました。 

③ 地域との連携を密にし、諸行事（平野区民まつり等）に積極的に協力しました。 

④ 平野区小学校学生サポート事業に参加しました。 

⑤ 大学・短期大学と箕面市教育委員会とで「教員及び保育士養成のための」連携協力に関

する協定書を結び、協力関係を築きました。 

⑥ 公立小学校教員採用試験対策の充実のため、教員採用試験対策講座を実施しました。 

⑦ 入学前教育、入学時オリエンテーションを充実させました。 

⑧ 学生一人ひとりに対するきめ細かい支援に努めました。 

⑨ 学生相談室主催イベントを通して、学生相談活動を充実させました。 

⑩ 体育祭（5月）、大学祭（10月）、合唱祭（12月）、リーダーズトレーニング（6月・ 

11月）のいずれの学生行事も計画通り実施しました。 

⑪ 人権啓発活動の強化を図りました。 

⑫ 図書館の延長開館、絵本・児童書の充実により特色ある図書館づくりを図りました。 

⑬ 海外幼児教育研修を実施しました。 

⑭ こどもセンターや大学祭において、広く地域への開放を推進しました。 



(単位　千円)

科　　　目

  学生生徒等納付金収入 1,572,191 1,612,818 1,504,195 1,408,790 1,334,441 

　手数料収入 20,625 17,225 16,272 16,146 14,552 

　寄付金収入 20,183 18,090 16,340 13,417 13,650 

　補助金収入 425,115 466,474 516,226 532,990 509,269 

　　　国庫補助金収入 60,820 75,556 92,017 74,674 67,639 

　　　地方公共団体補助金収入 364,295 110,459 123,524 118,781 113,612 

　　　施設型給付費収入 0 280,459 300,685 339,535 328,018 

　資産売却収入 0 0 270 0 0 

　付随事業・収益事業収入 134,091 23,985 24,737 25,160 25,266 

　受取利息・配当金収入 3,577 3,228 1,367 1,357 1,344 

　雑収入 26,510 48,020 98,734 50,425 106,872 

　前受金収入 191,789 162,785 159,815 142,676 123,567 

　その他の収入 1,220,000 8,546,377 553,674 403,597 354,505 

　資金収入調整勘定 △ 403,703 △ 239,785 △ 272,920 △ 207,108 △ 217,891 

　前年度繰越支払資金 2,945,558 3,308,564 4,450,086 3,989,515 4,064,643 

　収入の部合計 6,155,936 13,967,781 7,068,796 6,376,964 6,330,219 

(単位　千円)

科　　　目

　人件費支出 1,002,706 1,098,669 1,179,409 1,164,279 1,237,579 

　教育研究経費支出 275,516 384,184 300,891 275,606 328,073 

　管理経費支出 168,124 142,713 119,205 118,120 124,104 

　施設関係支出 745,098 335,166 860,247 34,116 109,184 

　設備関係支出 86,058 31,085 99,114 28,554 42,663 

　資産運用支出 40,000 7,081,100 290,000 410,000 150,000 

　その他の支出 543,376 465,296 259,645 324,244 355,566 

　資金支出調整勘定 △ 13,507 △ 20,518 △ 29,230 △ 42,598 △ 78,873 

　翌年度繰越支払資金 3,308,564 4,450,086 3,989,515 4,064,643 4,061,922 

　支出の部合計 6,155,936 13,967,781 7,068,796 6,376,964 6,330,219 

＊平成26年度については、数値を会計基準改正後の様式に組み替えて表示しています。

＊上記の表の金額は千円未満を四捨五入しているため、合計が計算上一致しない場合があります。

　支出の部

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成30年度平成29年度

3.　財　務　の　概　要

（1）　資金収支計算の推移

　収入の部

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度



(単位　千円)

科　　　目

　学生生徒等納付金 1,572,191 1,612,818 1,504,195 1,408,790 1,334,441 

　手数料 20,625 17,225 16,272 16,146 14,552 

　寄付金 23,343 19,025 16,752 13,577 14,212 

　経常費等補助金 231,922 456,639 515,126 532,990 509,269 

　付随事業収入 134,091 23,985 24,737 25,160 25,266 

　雑収入 24,411 40,042 97,357 47,904 102,979 

　教育活動収入計 2,006,583 2,169,734 2,174,440 2,044,567 2,000,720 

　人件費 1,001,496 1,090,332 1,179,678 1,159,781 1,232,820 

　教育研究経費　　　 502,247 676,632 653,506 619,551 674,789 

　管理経費 182,949 148,490 126,642 123,424 129,454 

　徴収不能額等 5,855 8,744 2,585 3,110 3,600 

　教育活動支出計 1,692,546 1,924,198 1,962,410 1,905,866 2,040,663 

　　　教育活動収支差額 314,036 245,535 212,029 138,701 △ 39,944 

　受取利息・配当金 3,577 3,228 1,367 1,357 1,344 

　その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0 

　教育活動外収入計 3,577 3,228 1,367 1,357 1,344 

　その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0 

　教育活動外支出計 0 0 0 0 0 

　　　教育活動外収支差額 3,577 3,228 1,367 1,357 1,344 

　　　経常収支差額 317,614 248,764 213,397 140,059 △ 38,600 

　その他の特別収入 193,193 190,835 2,274 72 485 

　特別収入計 193,193 190,835 2,274 72 485 

　資産処分差額 124,767 56,168 3,794 7,408 62,607 

　その他の特別支出 0 0 0 0 0 

　特別支出計 124,767 56,168 3,794 7,408 62,607 

　　　特別収支差額 68,426 134,667 △ 1,520 △ 7,337 △ 62,122 

386,039 383,431 211,877 132,722 △ 100,721 

△ 459,016 △ 391,790 △ 939,215 △ 12,365 △ 34,545 

△ 72,977 △ 8,359 △ 727,338 120,357 △ 135,267 

6,449,153 6,684,973 6,725,642 6,034,189 6,158,132 

308,797 49,028 35,885 3,586 8,996 

6,684,973 6,725,642 6,034,189 6,158,132 6,031,861 

2,203,353 2,363,797 2,178,081 2,045,996 2,002,549 

1,817,314 1,980,366 1,966,204 1,913,274 2,103,270 

（参考）

　事業活動収入計

　事業活動支出計

＊平成26年度については、数値を会計基準改正後の様式に組み替えて表示しています。

　基本金組入前当年度収支差額

　基本金組入額合計

　当年度収支差額

　前年度繰越収支差額

　基本金取崩額

　翌年度繰越収支差額

＊上記の表の金額は千円未満を四捨五入しているため、合計が計算上一致しない場合があります。

（2）　事業活動収支計算の推移

教
育
活
動
収
支

収
入

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

特
別
収
支

収
入

支
出



事業活動収入の推移 (単位　千円)

事業活動支出の推移 (単位　千円)

0
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 その他の特別収入 

 受取利息・配当金 

 雑収入 

 付随事業収入 

 経常費等補助金 

 寄付金 

 手数料 

 学生生徒等納付金 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 

 資産処分差額 

 徴収不能額等 

 管理経費 

 教育研究経費    

 人件費 



(単位　千円)

　資産の部

科　   目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

　固定資産 19,201,963 18,585,990 19,204,862 19,320,873 19,209,395 

　流動資産 3,525,270 4,495,905 4,102,092 4,115,056 4,141,478 

　資産の部合計 22,727,233 23,081,895 23,306,954 23,435,928 23,350,873 

　負債の部

科　   目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

　固定負債 334,276 333,918 335,563 333,585 332,719 

　流動負債 219,503 191,092 202,629 200,859 217,392 

　負債の部合計 553,779 525,010 538,192 534,444 550,110 

　純資産の部

科　   目 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

　基本金 15,488,481 15,831,243 16,734,573 16,743,352 16,768,902 

　　　第１号基本金 15,376,481 15,719,243 16,622,573 16,631,352 16,656,902 

　　　第４号基本金 112,000 112,000 112,000 112,000 112,000 

　繰越収支差額 6,684,973 6,725,642 6,034,189 6,158,132 6,031,861 

　　　翌年度繰越収支差額 6,684,973 6,725,642 6,034,189 6,158,132 6,031,861 

　純資産の部合計 22,173,454 22,556,885 22,768,762 22,901,484 22,800,762 

　負債及び純資産の部合計 22,727,233 23,081,895 23,306,954 23,435,928 23,350,873 

（3）　貸借対照表の推移

＊平成26年度については、数値を会計基準改正後の様式に組み替えて表示しています。

＊上記の表の金額は千円未満を四捨五入しているため、合計が計算上一致しない場合があります。



(単位　％)

評価 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

学生生徒等納付金
経常収入

寄付金
事業活動収入

補助金
事業活動収入

人件費
経常収入

教育研究経費
経常収入

管理経費
経常収入

減価償却額（教+管）
経常支出

借入金等利息
経常収入

基本金組入額
事業活動収入

人件費
学生生徒等納付金

経常収支差額
経常収入

基本金組入前当年度収支差額
事業活動収入

△

78.2 74.2 68.969.1

0.8

（4）　財務比率の推移

比率名称 算出式

収
入
構
成

学生生徒等納付金比率 ―

1.1 8.5 0.7寄付金比率

19.3 19.7 26.1補助金比率 △

49.8 50.2 56.7

25.0 31.1 30.3△

▼

23.7

54.2

▼ 9.1 6.8

14.3 15.5 18.3

支
出
構
成

人件費比率

教育研究経費比率

△

管理経費比率

基本金組入率

借入金等利息比率 ▼

減価償却額比率

67.6 82.363.7人件費依存率 ▼

0.620.8 16.6

30.0

5.8

18.3

0.0

43.1△

0.0 0.0 0.0

6.0

―

9.7

注1）評価欄の評価については、一般的に次のとおりといわれています（「今日の私学財政」より）。

　　　△：高い方が良い　　▼：低い方が良い　　―：どちらともいえない

注2）基本金組入額は収入からの控除科目であるため、基本金組入率は支出構成指標としています。

17.5 16.2 6.5事業活動収支差額比率 △

収
支
バ
ラ
ン
ス
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財務比率（収入構成）の推移 (単位　％)
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